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評価結果 等級の合否のみ 得点（スコア）で評価 得点（スコア）で評価
受験目的 等級を資格として取得 留学の条件 多目的な活用
受験結果 組織的活用なし 組織的活用なし 組織的活用あり










問題公開 過去の問題を公開 過去問題の一部使用 過去問題の一部使用
標　準　化 イクエイティングなし イクエイティングあり イクエイティングあり
難　易　度 時代と共に変化の可能性 基本的に不変 基本的に不変
権威との関係 文部省（現・文部科学省）が
繪№ｷるテスト
アメリカ・カナダの大学が要
≠ｷるテスト
ETSが認定する世界共通のテ
Xト
　また、この製品特性は「リピート需要を埋り起
こす」という意味で成長機会増大の可能性を高く
している。アンゾフ（Ansoff，　H．1．）は、成長ベク
トルのモデルで、現在の製品を変えることなく現
在の市場（顧客）に購買される頻度を高めること
を「市場浸透（market　penetration）」とよんだ12
が、TOEICは、市場浸透に適した製品である。
　それは最大の競合製品である英語検定と比較す
ると明らかである。英検に合格した場合、合格し
た同じ受験級に対するリピート（再受験）は期待
できないが、TOEICはスコア（得点）だから繰り
返し受験する可能性が高い。各自の英語能力に応
じて「過去の自分」が比較対象になるからであ
る。
（2）イクエイティング
　TOEICのスケールは、統計的に一定のスコア
レンジ（score　range）内に保たれており、統計上
の誤差（±25点）を除き、本人の英語能力に変化
がない限りスコアに変動がないことがETSに
よって公表されている13。
　これを可能にしているのは、イクェイテング
（標準化＝equating）という手法で、過去の問題
をある一定の割合で次のテスト問題に入れて、そ
の正答率から新しい問題と過去のテストを比較
し、難易度によってスコアのブレが生じないよう
に調整している。したがって、TOEICでは素点
（Row　Score）で最終評価を下すのではなく、換
算点（Converted　Score）にしてスコアを算出す
る。
　こうした作業は、英検や大学入試など、過去の
テスト問題を全て公表するテストではなしえな
い。筆者らは二人とも英検1級をもっているが、
英検の場合、以前は準1級や準2級のような基準
はなかった。1級が難しくなり過ぎたので、準1
級ができたといわれるが、これは英検の難易度が
時代とともに変化していることを示唆している。
これに対して、TOEICの評価基準は、毎回のテ
ストによって変化することなく、常に一定に保た
れている。
　この製品特性、すなわち、スコアの不変性が確
保され、受験者がほぼ正確に現在の英語力を把握
することができるということと、数度受験するこ
とで英語力の伸長度を時系列的に比較できるとい
うことが、後述するデータベース化とあいまっ
て、企業研修市場とのリンクを可能にした。
　有効な教育、研修システムの開発を可能にする
ためには、学習成果を継続的に比較検討し、さら
にそれを定量的に分析する必要があるが、英語検
定のような等級合否型の試験では、教育、研修の
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成果が十分見極められない。これに対して、
TOEICはスコアが示される能力診断試験で、継
続的な比較が可能なように調整されているため、
研修の前後において受験を義務付けることでその
効果測定が可能となる。
　この研修とのリンクが、大企業を対象にすると
大きなマーケットを生み出した。たとえば、松下
電器産業は、週一回、全国43の事業所で終業後に
英語と中国語の無料講習会を開催しており、英語
クラスはレベル別に8段階ある。受講生は20代～
30代の若手社員が目立つが、クラス数で221、受
講者数で21，500人と、大手英語学校並の規模であ
る。
て多目的に活用されている。
　この多目的性は企業内のニーズにとどまらな
い。大学ではある一定以上のスコアを持っていれ
ば、英語課程の履修を免除される単位認定要件と
されたり、入試の際の英語テストが免除されたり
と幅広くその用途は広がっている。
　英語検定は資格として認知され、TOEFLは留
学を目的としているので受験する個人には強い動
機がある。しかし、TOEICは、特定の受験動機を
もたないので強制力をともなわないように思え
る。その無目的性は、一見すると「弱み」ともい
えるが、逆に、多目的性としてさまざまな活用を
可能にする「強み」にもなっている。
（3）意思決定のツール
　ETSの元TOEICディレクター、スティーブ
ン・ステユーパック氏は、TOEICのことを、
“Thinking　Person’s　Test”と称していた。なぜ
なら、そのスコアは、何かを決定したいという意
思がそこになければ、まったく意味のないものだ
からである。TOEIC運営委員会は、スコアをテ
スト実施の「最終目標と考えない」で欲しいと強
調している。むしろ、そのスコアに基づいてどの
ような意思決定をしたいのかを考えることに人事
戦略があるというのである。
　この点が、TOEFL（トーフル）との最大の違い
である。英検やTOEFL（トーフル）の場合は、
受験目的が（資格取得や留学のように）限定的で
個人的であるため、試験結果は「個人に通知され
る」ものの「組織的活用」は原則的には行われて
いない。試験の終了が「サービスの終わり（end
of　service）」なのである。これに対してTOEIC
は、試験結果をバリディティ・スタディ（validity
study）やスコア・インタープリテーション（score
interpretation）という報告書にして提供する。試
験の終了が「サービスの始まり（beginning　of
service）」なのである。
　事業所別の比較、業界別の比較、同業他社との
比較などのクロスチェック、英語研修前後の実施
のような教育成果のチェック、新入社員のレベル
チェック、海外派遣や海外勤務の基準、昇進・昇
格の基準など、各社のニーズに合わせて、
TOEICスコアは意思決定のサポートツールとし
（4）スコアのデータベース化
　このように、TOEICは、業界における自社従
業員の英語力を見たり、海外拠点別に比較した
り、さまざまなデータの活用が考えられるが、そ
れは、TOEICスコアが膨大できわめて有効な
データベースになるからである。既にデータベー
スには日本だけでも770万人以上のデータが蓄積
されている。このデータベースに基づいて各種の
データサービスの開発に成功している。
　そのプログラムの一つがCEPAC（Communi－
cative　English　Proficiency　Assessment　and
Counseling　System）というもので、　TOEICで測
定された現在の英語能力をインプットデータとし
て、そのセクションスコアをきめ細かく分析・診
断し、将来一定時間数の英語学習トレーニングを
受けた直後に各受験者のTOEICのスコアが何点
になるかを一定のスコアレンジのもとにほぼ正確
に予測するシステムである。
　こうしたサービスから、社員の英語研修の効果
的な投資効果と明確な目標設定が可能になるな
ど、人事・教育政策の一環として役に立ってきて
いる。毎年100万人以上の受験者がTOEICを受け
るとそのデータベースは拡大して年々充実してい
く。
　現在のところそのデータベースはTOEICクラ
イアント企業の英語トレーニングに限定されて活
用されているが、将来はデータベースの改善と多
様化が進み、英語指導と方法、つまりインストラ
クションを改善する上で、かつてないきめ細かい
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サービスラインの提供という大きな可能性を秘め
ている。
（5）高いエグジット・バリア
　TOEICを利用する企業や団体はTOEICスコ
アの蓄積データ、利用経験を積めば積むほど経営
の意思決定にTOEICスコアをうまく利用できる
ようになる。データの蓄積があればあるほど、よ
り正確な意思決定に繋がるという仕組みである。
　つまりTOEICを利用すると、時系列利用など
そのデータの有効利用のために、またTOEICを
利用したくなる、利用せざるをえない仕組みであ
る。たとえば、新入社員向けにTOEICの受験を
中止するようなことがあると、それまでのデータ
ベースが活用できないので、その空白が「もった
いない」という意識がはたらく。
　これが、合否のみで毎回テストの難易度に変動
がある英検との決定的な違いで、データベース・
マーケティング（database　marketing）やフリー
クェンシー・マーケティング（frequency　market－
ing）と関係カミある。たとえば、航空会社は、飛行
距離に応じたマイレージ・サービスを提供してい
るが、そうした売手が用意する利用頻度別特典ば
かりでなく、特定のブランド品でそろえ始める
と、同じブランド品を志向する傾向もみられる。
利用頻度が高まると同じ製品の反復的購買から
逃れられなくなる現象で、エグジット・バリァ
（exit　barrier）が高いということになる。
（6）多様性のための世界的な基準
　英検は、英文法や英作文において学校英語の理
解度を見る大学入試英語の延長としての性格が
残っており、日本人が作成したテストで、日本人
を対象にした、日本だけでしか通用しないテスト
であった。
　これに対して、TOEICは、アメリカ人の作っ
たテストで、世界のあらゆる人々を対象にした、
世界で通用するテストである。ETSが実施して
いるテストやその判定は、共通の基準を提供する
ものである。たとえば、SATでは、その下に位置
する高校等が全国共通のカリキュラムに従って学
習していなくとも全米、あるいは全世界すべての
学生を比較検討することができる。つまり多様性
のための基準である。
　TOEICは、米国や英国などの、独自の文化的
背景や言い方を知らなければ解答できないような
問題はできる限り排除されている。したがって、
国籍や民族、人種とは無関係に英語によるコミュ
ニケーション能力だけを評価するようにデザイン
されている14。
　これが後述するように、世界標準になって競争
優位をもたらしている。いうまでもなく情報社会
では、いち早くデファクト・スタンダードを形成
することが勝ち組に入る条件である。
（7）自主運用可能なパッケージ
　TOEICとTOEFL（トーフル）との大きな違い
は、運用管理における自由裁量権にある。
TOEFL（トーフル）は、アメリカのETSが集中
的に中央管理するテストであるが、TOEICは、
各国のレヅプオフィス（代表部）に実施・運営を
委託している。日本においては、㈱国際ビジネス
コミュニケーション協会（IIBC）が自主管理を任
されているので、運用のマニュアルなどは日本語
で作成されており、会場の設定や運営のノウハウ
が蓄積されパッケージ化されている。
　このために、後述する団体特別受験制度（IP）
では、企業が自主的に管理運用することができる
し、公開テストでもアルバイトを使って、運用コ
ストを低く抑えることに成功している。
　また、TOEICが企業マーケットで本当に競合
したのは、一部企業で採用されていたインタラッ
クのDATEや、商社や銀行が主に使っていた
BETAなどのテストだったが、パヅケージ化され
た製品としてTOEICに卓越性があった。さら
に、大手企業では手作りのインハウス（自社製）
英語評価テストを持っていて、これとも競合した
が、受験者数が増加したり、継続的に試験を実施
するとなると、新たに問題を開発するのが面倒
だった。パッケージ化されたメインテナンス・プ
リーの製品という点がTOEICの競争力だった。
　情報化社会では、コアコンピタンスを確保しな
がらアウトソーシングのメリットを生かすことが
求められているが、TOEICの事例では、問題作
成のノウハウとデータベース化による規模の利益
をETSが確保しながら、各国の本部（日本では
一41一
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IIBC）が自主運営によるコストパフォーマンスを
追求しているといえる。
4．競合の回避
　TOEICの当初の戦略は、製品のもつ差異化を
利用しながら、競争を回避することにあった。
（1）教材マーケットへの参入回避
　TOEICは、評価ビジネスに徹して、競合が激
しいテスト準備教材、英語学習マーケットへの参
入を回避した。それは、本格イメージを定着させ
るという意味もあった。
　これを生け花の世界に例えるなら、生け花の師
匠が英語教室、花屋が教育教材の販売店、そして
テストが家元といえる。家元は、権威を保つこと
で、一番収益率の高いポジショニングをとってい
るとされるが、TOEICも、スタート時の限られ
た経営資源の最適配分を戦略的に検討した結果、
安易に英語教室や教材販売には参入しないという
選択をしたのである。
　教材マーケットでは、ヒアリングマラソンで有
名になったアルクなど多くの新規参入者が成功し
たが、そうした成功者がTOEICの権威を高めた
ことも事実である。後に見るように、TOEICは
マス広告など派手な広告宣伝活動を展開しなかっ
たが、書店の店頭ではTOEIC受験コーナーなど
が設けられ、出版社が行なうPOP広告が認知度
向上に寄与している。なお、当初の目的を達した
後に、公式ガイドという形で教材ビジネスにも参
入している。この点については、本論の最後「今
後の展開」で触れる。
（2）企業マーケットへの特化
　TOEICは、英語テストマーケットに確固たる
ポジションを占めていた英検及びTOEFL（トー
フル）との競合を意識的に回避した。英検も
TOEFL（トーフル）も大学生を中心とする学生
マーケットで、個人が対象であったが、TOEIC
は、企業をターゲヅトにした団体マーケットを重
視した。
　それは、通産を中心とした権威作りをした
TOEICにとって必然でもあった。公益法人であ
るIIBCは幸い日本の産業界を代表する有力企業
の経営者がその役員に名を連ねていたから、大手
企業を中心にクライアント獲得に専念することに
なった。
　また、企業マーケット重視の戦略は、TOEIC
の商品特性から導き出される。TOEICの最終受
験者は個人であるが、英語を必要とする層はあま
りにも広く、一挙に関心を持ってもらうことは難
しかった。特に訳読中心の学校英語、パズルを解
くような文法中心の受験英語に慣れた日本の一般
的な英語学習者にとって、コミュニケーション能
力を純粋に測定するTOEICは馴染みにくい事情
があった。
　だが、実際現場で英語を使ってコミュニケー
ションができる社員を短期間にしかも大量に養成
しなければならない企業ニーズは（後述のよう
に）高く、TOEICが導入されれば、定着する可能
性も高かった。そして、そうなれば、企業に属す
る多くの個人も、就職を目標にする学生も、その
テストの重要性を認識するはずである。一見迂回
するようだが、企業をターゲットにすることは、
競合を避けるだけでなく、最終的に学生や個人の
マーケットを獲得する極めて有力な戦略的手段に
なると考えられた。
5．産業界向け集中的マーケティング・ミックス
　TOEICは、産業界のニーズにうまく合致しな
がら事業領域を拡大してきた。日本企業が輸出型
から海外直接投資型ヘシフトし、海外進出が進展
するにつれ、国際要員の育成が急務の課題になっ
た。
　このため多くの企業が研修体制の整備にとりか
かったが、英語によるコミュニケーション能力や
研修効果を測るモノサシはなく、英語研修体系は
構築したものの、目標管理ができないという課題
をかかえることになった15。
（1）産業界での基本的ニーズ
　製品としての優位性は、製品差異化の項目で詳
説したが、そのエッセンスは、企業内研修の評価
と人材育成のためのツールとなることである。
　国際化を急ぐ日本企業は試行錯誤で英語研修に
取り組んでいたので、事業所別に異なるプログラ
ムが採用されたり、担当者が代わると委託する英
一42一
井原・鶴岡　　TOEIC成功の秘密一マーケティング的視点からの分析一 137
会話学校を変えたり、初級→中級→上級とクラス
別に異なる研修機関を利用していた。このため、
研修の成果を継続的に評価する基準がなかった。
　企業はまた、人材の採用、昇進、配置転換な
ど、別の観点からも統一した英語能力を測る評価
システムを必要としていた。事業所や支店、海外
拠点など地域的に異なる所の英語力を公平に比較
することができ、時系列的にデータベース化でき
れば、人材の長期的な育成に活用できるからであ
る。
（2）団体特別受験制度
　こうした産業界のニーズに応えて設定されたの
が、IP（Institutional　Program）とよばれる
TOEICの団体特別受験制度である。これは、年
に7回（1・3・5・7・9・10・11月）実施し
ている公開テストのほかに、企業などの要請に応
じて、随時受験できる制度のことである。
　このIPを利用すれば、企業は（21名以上集ま
れば）自社の都合に合わせて時間と場所を設定
し、自由にTOEICを受験することができる。こ
のような自在性が、IPのメリットであるが、さら
に団体割引の特典を受けることができる。
　そもそもTOEICは、公開テストでもTOEFL
（トーフル）より安い6，000円程度の価格設定を
しているが、IPでは、1名につき3，850円で、企
業が賛助会員になれば2，850円になる。
　因みに、このIPが核となって、公開テストの
需要を伸ばすという相乗効果も生まれている。な
ぜなら、TOEICを一括受験する企業の従業員は、
事前にTOEICの公開テストを受験する傾向があ
るからである。また、就職試験や入社時の試験で
TOEICを一括受験しなければならない大学生
も、公開テストを事前に受験する傾向がある。
　実際に、IPは初期のTOEIC発展に大きな貢献
をした。図表1に戻って受験者数の推移を見ると
明らかである。TOEICは1979年に一般公開テス
ト（SP）のみでスタートしたが、その2年後の
1981年に、団体特別受験制度（IP）が立ち上がる
と、松下電器産業、NECなどの大量受験をきっか
けに急速に電機メーカーを中心に普及しはじめ、
瞬く間に1980年代前半で公開テスト（SP）の受験
者数を上回った。
（3）類似的ネーミング
　製品戦略の一部として、ネーミングも忘れては
ならない。TOEICは“トーイック”と読むが、
“TOEIC”として知られている。このため、類似
のスペルであるTOEFLとしばしば混同される
が、権威ある既存ブランドを利用した類似的ネー
ミングの例といえる。
　TOEFL（トーフル）は日本でもよく知られてい
る。受験参考書も多く、企業の人事担当者ならば
必ず知っている名前で、ETSの存在もTOEFL
を作成している機関として知る者も多い。
　TOEICの企業向けパンフレヅトには、　rETS
のノウハウを最大限に活用し、言語学・統計学・
心理学の手法を駆使して作成された客観テストで
す」という一文がある。TOEICという名称を
TOEFLと近づけることで、　ETSの権威を利用し
たといえよう。
（4）各種プロモーション活動
　TOEICでは、「個人より企業マーケットを中心
にゆっくりでも着実に広げる」という基本方針に
たって、各種プロモーション活動を展開してき
た。
①パブリシティ・メディア広告
　TOEICは知的で真面目な教育フ゜ログラムなの
で、顧客が充分そのメリットを理解し対価を支払
うようになってくれるまでには時間がかかる。ま
た、企業向けの英語能力試験というプロダクトの
性格から、消費財のようなマスメディアを利用し
た宣伝・広告は効果が少ないと判断した。そこ
で、朝日新聞の社告を利用して、知名度向上をは
かった。朝日新聞という権威あるビークルを使っ
て、公共的な試験のイメージを時間をかけて定着
させたのである。
②講演会やセミナーの活用
　スタート時においてTOEICの情報提供ば、セ
ミナーや説明会によるものが多かった。当初は、
永井道雄（元文相）、小林薫（産能大教授）、村松
増美（サイマル会長）などをゲストスピーカーと
して、TOEIC講演説明会を実施していった。こ
れは、有名人の推奨を得ながら名声を高める
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Celebrity　Endorsementといわれる手法だが、こ
こにもメリットを粘り強く、根気よく説得しなが
ら「権威」を確立する基本姿勢が読み取れる。
　現在でも、海外の有名な学識者を招いたシンポ
ジウムや記念講演会を定期的に開催しており、特
に、「グローバル・マネジメント・セミナー」と
いう名称で、人材開発に関する海外の最新事情や
マネジメントのトレンドを継続的に紹介してい
る。TOEICの採用を決める海外人事の担当者な
どゲートパーソンを集めて、「情報」や「交流の
場」を提供しながらTOEICの必要性を訴える手
法で、企業マーケットに向けた情報提供である。
　これに対して一般個人向けには、公開テストの
申し込み期間に合わせて、TOEIC説明会を開催
している。これは2部構成で、前半でTOEICの
概要説明と30分のミニ模擬テストを行ない、後半
では、ゲストスピーカーを招いた講演などが行な
われている。
③トップダウン的なセールス
　当初は、経団連をはじめとする経済団体にはた
らきかけ、財界有力者のコネクションをフルに活
用した。これは、共通テスFを実現するには不可
欠な戦略だった。
　トップダウンの成功例としては、富士通カミあげ
られる。同社は1996年に、山本会長、関澤社長以
下、約3万人が受験した。それまでも希望者や海
外赴任者を対象にTOEICを受験してきたが、
トップダウンで英語に関係ない部署を含めて“全
員受験”が実現した16のである。
④サンプリングと事例紹介
　初期の販売促進戦略は、どの業界においてもサ
ンプリング（見本品や試供品の配布）が多く見ら
れる。TOEICの事例でも、　SPをIPに先行して
立ち上げたが、TOEIC運営委員企業でトライア
ル受験（例：東芝）をしてもらった。
　こうしたサンプリングに加えて、採用してくれ
た企業の担当者に語ってもらう「事例紹介」が
TOEIC拡大を支えてきた。特に、　TOEIC
Newsletterという情報誌に企業担当者のインタ
ビューなどを豊富に掲載してきた。まさに「顧客
が最大のセールスマン」といえよう。
　この他にも、企業・官庁・大学向けダイレクト
メール、営業チームによる企業・大学への直接訪
問に加えて、既述のTOEIC　Newsletterをはじめ
各種媒体（Reporter、　Data＆Analysis，　Survey
Report、　Seminar　Report、　TOEIC　Workshop，
Seminar＆Symposium）が活用された。
⑤競争意識を刺激する報告書
　TOEICでは、業界別・企業別に成績データを
リポー5しているが、その際、企業名はA社、B
社のようにアルファベット順になっている。しか
し、企業担当者は、企業規模やそれまでのデータ
から競合企業の成績を推測することができる。た
とえば、新入社員の英語力チェックのために
TOEICを受験した場合、原則的に全員受験にな
るため、その年の採用人数と一致するので、企業
名を推定できる。
　筆者の一人（井原）は、旺文社の模擬試験とベ
ネッセコーポレーションの進研模試を比較した
際、進研模試の方が生データに近くて他校との成
績比較に熱心な高校教師を刺激したことを指摘し
た11。TOEICの事例でも、こうした比較データ
は、競争意識を刺激して、TOEICの拡大に寄与
したと考えられる。
6．大学市場への拡大
　過去20年のプロモーション努力と日本企業の国
際化の進展によって、上場企業の多くが、
TOEICを採用している。ある意味では、企業
マーケットは、ほぼ飽和点に近づきつつあると
いってよいであろう。
　一方、大学を中心とした学校マーケットは年率
3－5％の上昇が見込まれている。従来の受験英
語ではなくより実用に近い英語能力を診断すべき
であるという世論とも呼応している。
　TOEICの事例で興味深いのは、公開テスト
（SP）と団体特別受験制度（IP）が相互補完的に
発展を支えてきたことである。1980年代はIPが
SPを上回って成長したが、90年代のバブル崩壊
と共に企業の新入社員の採用数が減り、IPが伸
び悩んだ時期がある。ところが、この時期に、就
職のために受験する学生が増え、公開テスト（SP）
は順調に伸び続け、IPの落ち込みを補ってほぼ
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毎年二桁成長を持続している（図表1）。
（1）新入社員の語学力チェック
　新入社員の語学力チェックは、TOEICにとっ
て企業マーケットに参入しやすいセグメントだっ
た。すでに独自の語学プログラムを持つ企業や、
TOEIC受験を社員の自主性に任せている企業も、
新入社員の英語力を継続してチェックしたいと考
えていたので、TOEIC採用に抵抗が少なかった。
　バブル景気の時代など、内定した学生を解禁日
に拘束する必要があったが、2時間以上足止めす
るには、TOEIC受験が最適だった。導入すると
学生に対する「良い刺激」になることが分かった
し、データベース化しやすいので継続された。
　ところが、これが学生マーケットを切り開く突
破口になった。TOEIC受験者数の属性を分類す
ると、年齢層（公開テストデータによる）は、当
初社会人が受験者の大勢を占めていた。性別で
は、男性が9割を占めていたが、これは企業の総
合職がTOEIC受験の主要な受験者であったため
である。ところが最近では、大学生の受験が社会
人に近づきつつある。特に就職を控えた大学3～
4年生の女子大生の比率が年々増えている。
とりわけ私立大学の女子の就職率は厳しいものが
ある。福岡大学と福岡工業大学は就職課が学生の
資格取得支援のためrTOEIC講座」を開設して
いるという18。この種の講座は、多くの大学で実
施されている。
（3）キャンパスにおける推進者の活用
　さらに注目すべきは、大学キャンパスにおける
複数の推進者を活用しながら多面的に営業活動に
つなげていることである。大学における推進者
は、いくつかに分類できる。
①教員
　学生の英語力チェックや、英語コースの評価基
準（コースの前後で測定）のためである。青山学
院女子短期大学はじめいくつかの短大において英
語教員が新入生のクラス分けや学生の動機付けの
ために実施していたが、最近では入試や単位認定
の代替物として利用されることが増えている。例
えば、東京大学大学院新領域創成科学研究科で
は、TOEICの成績を英語試験の代わりに採用す
るとの記者発表を去る平成13年4月18日に実施し
た。
（2）実学志向
　教育現場ではアカデミヅクな志向の強い先生が
多いが、学生の就職先である企業が実際、入社の
選考要件にTOEICスコアを考慮している実態か
ら、大学内の就職部や学生からの要望があるた
め、大学としてTOEIC採用に踏み切る大学が続
出している。従って、大学生を中心とした20代を
中心に、公開テストのマーケットは、マーケティ
ング努力次第でまだまだ伸びる可能性があると考
えられる。
　この動きを更に強化する通達が平成11年に出さ
れた文部省（現・文部科学省）による第64項の通
達（添付資料3）である。これは大学の単位認定
や入試要件に外部のテストである英検、TOEFL
（トーフル）、そしてTOEICを推奨するという内
容である。学校マーケットはいまだかつてないほ
ど拡大し、マーケティング戦略上ますます重要と
なっていくであろう。
　特に就職氷河期といわれるほど大学生の就職、
②大学当局
　英語力の評価基準及びより高い英語力を身につ
けるための動機付け、更に就職活動の支援として
就職部が中心となってTOEIC受験の推奨や申込
の受け付けを行っている。
③キャンバス内の書店
　大学生協では、加盟店すべてでTOEICの申し
込み受け付けを実施している。また生協に加盟し
ていない大学の書店でもその多くが既にTOEIC
受験の受け付けを行うようになりつつある。
④学内のサークル団体
　ESS（English　Speaking　Society）をはじめ各種
英語サークルなどが団体受験の主体となって、部
員のTOEIC受験を奨励している。
皿．今後の展開
TOEIC事業の今後の展開について、分析を試
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図表2　顧客層の拡大
顧客機能
企業→大学・官庁
顧客層
代替技術
エーベル（1980）訳本pp．37－38．に加筆
みたい。ここでは、社会学的な考察も含めて、
マーケティング的視点から事業展開の可能性につ
いてふれてみたい。
1．チャーター効果
　社会学でいうチャーター効果は強化される。一
度、確立した権威は、人々の目標となって強い支
持を受けるからである。東大は、教育内容の向上
に努力しなくてもフラッグシップ大学として良質
の学生をとることができる。これは、教育には少
なくとも目的動機と優越動機の二つが考えられる
からである。目的動機とは、教師になりたいとか
医者になりたいといった最終目標のために教育を
受ける場合で、教育は最終目標の手段になる。と
ころが、医者になりたいと明確に思っていなくて
も医学部を志望するケースがある。これは、医学
部が理科系の学部の中で偏差値が高く難しいとみ
られているからである。
　一度確立した権威のもつ強みは経済学的にも証
明される。マーケットの拡大によって強化され、
「規模の経済」や「範囲の経済」によって競争優
位をもたらされるからである。TOEICの場合、
同じ問題を売るという意味で「規模の利益」を享
受できる。データベースを活用して同じ顧客の多
様な目的に利用できるという意味で「範囲の経
済」を利用できる。
2．顧客層の拡大（図表2）
　さらに大きな可能性は、広いドメインの設定に
ある。エーベル（1980）は、事業を顧客層、顧客
機能、技術の3次元で定義した。
　TOEICの事業拡大の可能性は、第一に顧客層
にある。既述のように、TOEICは、企業マーケッ
トに焦点を絞って市場を確保し、新入社員テスト
を活用して学生マーケットへの参入に成功してい
るが、さらに顧客層として、中小企業、非営利組
織、日本以外の国への拡大も見込まれている。
（1）中小企業への拡大
　TOEIC受験者を職種別にみると、当初は製造
業がかなりのウェイトを占めていたが、年次を重
ねるに連れ、業種が広がっていった。サービス業
へも拡大していったのである。
　また、中小企業の国際化にともなって、
TOEIC導入の動きがある。たとえば、日産自動
車系列の部品会社ユニシアジェックス（本社・神
奈川県厚木市）は、今年から社員の英語研修を強
化し、年間の対象者を40人から200人に増やした。
その発端は、99年10月に日産のカルロス・ゴーン
最高執行責任者（COO）が発表した「日産リバイ
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バル・プラン」である。資本提携先のルノーと部
品の共通化を拡大しなければならなくなり、海外
の有力企業と協力してグローバルな製造販売体制
を築く必要が出てきた。英語研修の強化は、こう
したことが背景にある。
　受講社員には、受講前と受講後に、TOEICの
受験を義務付けた。出席率が悪かったり、英語力
の向上が見られなければ受講料を負担させること
も考えているという19。経済のグローバル化と国
境を超えた競争の激化で、共通テストの必要性は
高まっている。
（2）非営利組織への拡大
　さらに、政府機関・官公庁での採用が近年目
だっている。具体例としては、運輸省航空保安大
学校、財務省関税局、財務省税関研修所、会計検
査院、海上自衛隊、海上保安庁、警察大学校、警
察庁、警視庁、経済産業省、総務省などである。
　また、都道府県・市町村の国際部局でも受験が
広がっている。自衛隊、警察、税関、NGO・
NPO、職業学校、専門学校（語学を含む）、高等学
校でも受験が進んでいる。高校野球でお馴染みの
高知の明徳義塾高校、高山西高校などである。
　さらに、地方自治体でも広がりをみせている。
例えば、宮城県教育委員会は7月に実施する2002
年度の県・仙台市公立学校教員採用試験において
中学・高校の英語教諭については、英検1級、
TOEFL（トーフル）600点以上、　TOEIC900点以
上の資格を有する受験者については、1次の専門
教養試験を免除するということである2°。
（3）世界に広がるTOEICの活用
　韓国では日本から3年遅れの1982年から
TOEICの実施がはじまったが、今年は昨年の52
万人（日本は87万人）から大きく伸び、約70万人
の受験者を韓国のTOEIC実施運営団体である
ICFでは見込んでいる。韓国の人口が日本の約半
分であることを考えると、人口当りのTOEIC受
験者数は、日本より韓国のほうが上回っているこ
とになる。
　韓国の主な企業はそのほとんどがTOEICを英
語力チェックに利用している。5大財閥（現代、
三星、LG、大宇、　SK）及びそのグループ企業、第
一銀行などの主要金融機関、KAZP、世界最大の
鉄鋼生産量を誇る浦項製鉄などの企業はみな
TOEICのユーザーである。
　TOEICは現在、日本、韓国のみならず、タイ、
フランス、スペイン、ブラジル、メキシコなど世
界各国約32ヶ国にレップがあり、その周辺国を中
心として約50力国で実施されている。そして平成
13年7月には、世界のTOEICレップから21ヶ
国、36名が、ETSのある米国ニュージャージー州
プリンストンに集まり世界レヅプが開催される予
定であり、TOEICテストの世界戦略と各国レッ
プの情報交換、協力体制について話し合いがもた
れたという。（添付資料4）
3．技術と顧客機能
　TOEICは、獲得した技術を応用したり、顧客
機能（市場ニーズ）を拡大することで、ドメイン
を広げることができる。
（1）技術の応用（図表3）
　TOEIC事業拡大の第二の可能性は、技術にあ
る。すでに、ETSの技術や独自に得たノウハウを
応用して新たな評価テストの開発に着手してい
る。たとえば、国際会計基準であるIAS（Inter－
national　Accounting　Standards）に合わせた英文
会計テストの開発も検討している。また、
TOEICの開発技術を応用したフランス語の検定
試験の開発もCGIとの協同で進めている。
　当初は、経営資源を評価ビジネスに集中するた
め、教材マーケットには参入して来なかったが、
rTOEIC公式ガイド＆問題集」の発行を皮切り
に、各種プログラムを提供していこうとしてい
る。
　こうした新しいビジネスへの参入は、当然であ
るが、マーケットの規模と競合の厳しさによって
左右される。会計士人口やフランス語人口が英語
人口よりはるかに少ないこと、出版ビジネスは競
争が激しく在庫コストの管理などを考慮しなけれ
ばならない。中国語を含め新たな言語を組み入れ
ることも可能だが、その場合、語学検定の開発を
アウトソーシングする従来の方針にしたがえば、
ETSに代わる新たなテスト開発機関を探す必要
があろう。
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　　　図表3　技術の応用
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図表4　顧客機能の拡大
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（2）顧客機能の拡大（図表4）
　第三の事業拡大の可能性は、顧客機能にある。
ここでいう顧客機能とは市場ニーズのことであ
り、国際的なコミュニケーションに関連して必要
なニーズにあたる。
　たとえば、異文化コミュニケーションにみられ
るように、文化・宗教など民族固有の問題を研修
に加えること、人事制度など経営を軸に人材育成
のプログラムを開発すること、ディベートやプレ
ゼンテーションなどコミュニケーション・ニーズ
に対応すること、インターンシップ制などコミェ
ニケーション（交流）のサポートビジネスに進出
することなど、多様な展開が期待できる。
　事実、国際的な人材育成を目的とするGHRD
（Global　Human　Resources　Development）事業の
一環として、各種セミナーやワークショップを開
催したり、季刊誌rGLOBAL　MANAGER」や
ホームページを通じて情報提供したり、国際化ビ
ジネスパーソンの能力・適性を総合的に評価する
プログラムの開発も検討している。
　海外での実務研修を促進し、人材育成と諸外国
との相互理解を深めることを目的にJCIP（Japan
Center　for　lnternational　Practical　Training）カミ設
立されているが、1990年には米国国務省所管の非
営利法人AIPT（Association　for　International
Practical　Training）と提携し、1997年にはIIBC
の一事業として再スタートしている。
　2000年度には、国際派社会人養成を目的とする
約2週間のスタディ・ツアー・プログラム（Ca－
reer　Launch　Program）を立ち上げ、海外のビジ
ネス現場や現地でのセミナー、講義、英語レッス
ンなどのサービスを提供している。
結びに代えて
　本論は、TOEIC発展の軌跡をマーケティング
的視点から振り返ったものであるが、現実には、
さまざまな障害や予期せぬ事態が起きたようであ
る。
　たとえば、フロントランナーとして国際化が進
んでいた商社や輸出比率の高いメーカーでの
TOEIC採用がなかなか進まなかったことがある。
こうしたフロントランナーでは、海外担当部署の
ような一部のみが英語を必要としていたため、
“語学屋”といわれる専門職があって、外語大学
卒業者や語学を得意とする者を集めていたからで
ある。
　また、人事部門の担当者など、テスト採用の最
終決定をするゲートパーソンは、自社の英語教育
制度にこだわりをもっていたり、自社のノウハウ
を他社と共有することに抵抗を感じるものであ
る。したがって、すでに自社内に大規模な研修施
設を有し、自前の英語テスト（例：松下電器は
MEPT、日立はHELPT）や教材を開発したり、
自社にネイティブの英語教育インストラクターを
かかえていた商社や大手家電メーカーは、
TOEIC導入に当初は必ずしも積極的とはいえな
かった。
　むしろ、研修制度があり研修予算もあって研修
風土ができているが事業の基盤がドメスティック
で国際化にこれから取り組もうという産業、例え
ば電力業界が、新人研修や英語研修の一環として
TOEICを早くから受け入れてくれた。
　しかし、大手家電メーカーでも、次第に自前の
テストを開発・管理しているよりもTOEICを利
用した方が、コスト、手間、クオリティーといろ
いろな意味でよいということを発見し、広まって
いった。松下、NECが80年代、90年代に入ってか
ら日立、富士通、東芝、ソニーそして最近では、
三菱電機、三洋電機が採用している。
　当初の思惑がはずれても、次第に産業界に
TOEICが浸透したのは、じっくり丁寧に時間を
かけてメリットを説明していこうという基本姿勢
を貫いたからのようだカミ、その背後には、マス広
告を避け大きな営業部隊を作らず、評価ビジネス
に事業領域を特化し、産業界にターゲットを絞っ
たマーケティング戦略があったともいえる。
　本論では、エーベルの事業定義を参考に多様な
将来性について言及したが、あれもこれもと事業
に手をつけると痛い目にあう。戦略に「選択と集
中」が不可欠なことは言うまでもない。TOEIC
が巨大ビジネスに成長した今日、新しいドメイン
の開拓と戦略作りが求められているといえよう。
　　　　　　　　　　　　（2001．7．5受理）
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資料編
　添付資料1 第一回TOEIC公開テスト実施までの事業経過報告
昭和52年9月
昭和53年2月
　　　　9月
　　　　12月
昭和54年1月
4月
8月
9月
12月
通産省国際企業課名でETSへ提案書を提出
ETSから国際企業課長宛に返書
WEIS名義でTOEIC説明会を開催
WEIS内に「国際コミュニケーション英語テスト事業準備委員会（渡辺弥栄司委員長ほか
有力企業人18名をもって構成）が設置され、参加各社の人事研修担当課長クラスをもっ
て、同専門委員会も発足。
準備委員会において、当分の間引き続きWEISにおいて本プロジェクトの推進を図るこ
とを決定。WEIS名義で、競輪資金による本プロジェクトへの補助金申請。
WEIS内にTOEIC運営委員会を設置。委員長に渡辺弥栄司理事が就任
TOEIC事業趣意書を作成、発送。会員募集を開始。
第一回TOEIC運営委員会を開催。運営要領（委員27名、後援団体10）事業計画・テスト
実施日程を策定
ETSとの契約を締結
第一回テストの受験者募集・受付を開始。朝日新聞社・朝日イブニング
ニュース社との共催で4大都市で説明会を開催
第一回TOEICテストを実施。
全国5都市（札幌、東京、名古屋、大阪、福岡）、12会場（団体特設会場6ヵ所を含む）
受験者総数2，773名。
添付資料2　TOEIC運営委員会委員及び後援団体（昭和58年8月現在）
日本工営取締役社長
大成建設常務取締役
サントリー取締役副社長
キヅコーマン常務取締役
東洋紡績取締役社長
ファイザー取締役社長
新日本製鐵取締役副社長
川崎製鐵監査役
小松製作所取締役副社長
日立製作所顧問
東京芝浦電気顧問
松下電器産業取締役副社長
富士通相談役
トリオ前常務取締役
ウシオ電機取締役会長
富士ゼロックス取締役社長
第二精工舎取締役社長
キヤノン取締役人事部長
ダイヤモンド・リース取締役会長
東急ホテルズインターナショナル取締役社長
電通取締役社長
日中経済協会前理事長
世界経済情報サービス専務理事
池田紀久男
坂　　松蔵
鳥井　道夫
茂木友三郎
茶谷周次郎
松阪麻樹生
宮崎八百一郎
川出　千速
弓野謙二郎
三楢正二三
関　　晴雄
原田　　明
赤澤　璋一
小松　万豊
牛尾　治朗
小林陽太郎
服部　一郎
武本　秀治
山室　勇臣
荒井　好民
田丸　秀治
渡辺弥栄司
阪田　貞宜
後援団体
経済団体連合会・関西経済連合会・経済同友会・日本青年会議所・日本貿易振興会・日本貿易会・貿易研修セ
ンター・日本在外企業協会・アメリカ大使館・朝日新聞社・朝日イブニングニュース社
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添付資料3：文部省（現・文部科学省）の通達
文部省告示第64号
大学設置基準第29条第一項の規定により、大学が単位を与えることのできる学修を定める件（平成3年文部省
告示第68条）の一部を次のように改正し、平成11年3月31日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成11年3月31・日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部大臣　有馬　朗人
第8条に次の1号を加える。
九アメリカ合衆国の営利を目的としない法人であるエヂュケーショナルテスティングサービスが英語の能力
　を判定するために実施するトフル及びテスティング・サービスが英語の能力を判定するために実施するトフ
　ル及びトーイック又は次に掲げる要件を備えた知識及び技能に関する審査であってこれらと同等以上の社会
　的評価を有するものにおける成果に係る学修で、大学において、大学教育に相当する水準を有すると認めた
　もの
イ　審査を行うものが国又は民法（明治29年法律第89号）第34条の規定による法人その他の団体であること。
ロ　審査の内容が、学校教育法（昭和22年法律第26号）第52条に規定する大学の目的に照らし適切なものであ
　ること。
ハ　審査が全国的な規模において、毎年一回以上行われるものであること。
二　審査の実施の方法が、適切かつ公正であること。
添付資料4　世界に広がるTOEIC
　　　　　　　　　TOEICレップのある国一覧（アルファベット順）
アルゼンチン、オーストラリア、ブラジル、カナダ、コロンビア、ドミニカ共和国、エジプト、フランス、
ドイツ、香港インド、イスラエル、イタリア、コートジボアール、日本、韓国、マダガスカル、
マレーシア、メキシコ、モロッコ、ニュージーランド、パラグアイ、サウジアラビア、スペイン、
スーダン、スイス、台湾、チュニジア、タイ、アラブ首長国連邦、ベネズエラ、イエメン
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な期待」（2000年10月）財団法人国際ビジネスコミュ
ニケーション協会TOEIC運営委員会発行
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1井原（2001）pp．113－114．および井原（2000）
pp．220－221．
2Levitt（1975）
3日経産業新聞2001年4月27日朝刊
4竹内（1995）p．6．
5Newsletter　66、　p．10．
6井原（1999一紀要21－2）p．67．
7丹波健夫「大学入試ミスは氷山の一角」産経新聞2001
年7月1日
8井原（2001）p．132．
9財界、産業界、学会の大物、有識者を多数集め、マン
スフィールド駐日大使（当時）の祝辞をはじめその設立
パーティーが東京のパレスホテルで盛大に開催され
た。尚、その当時の主管官庁である通産省産業政策局
国際企業課の課長は川口順子氏（現環境大臣）であっ
た。
10gBCガイドP．6．
11?ﾌ的に昇進・昇格の条件としてTOEICスコアを一
定水準としている企業としては、松下電器産業（係長級
海外関連部門で650点、それ以外で450点）、丸紅（入社
数年以内で最低限600点をクリア）、帝人（課長職で500
点以上）、コマツ（課長級で500点以上）、花王（課長級で
500点以上）、日本IBM（課長級で600点以上）、日立製作
所（課長職で650点以上）などがある。Newsletter　74
12`nsoff（1957）P．109．およびAnsoff（1965）p．127．
13mewsletter　66、　p．11．
14P1BCガイドP．6．
15mewsletter　66、　p．3．
16 坙{経済新聞1996年1月21日朝刊
17芟ｴ（2001）P．
18ｼ日本新聞2001年4月12日
19ﾇ売新聞2001年5月16日朝刊
2° ﾍ北新報2001年6月2日朝刊
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